
１　問題設定

　本稿は論文ではない。原子力に関わる単純なデー
タ資料である。論者が発掘したものはなく，各所に
散ったデータを整理した形になる。発電実績などに
ついては，各年度の『電力需給の概要』に掲載の値
を並べ，冊子として入手できなくなった後は，資源
エネルギー庁のHPにあるデータをまとめた１）。こ
うしたデータは『原子力市民年鑑』などにもまとめ
て掲載されている２）。この年鑑は大変優れたもので，
日本原子力産業会議が『原子力産業実態調査報告』
として発行するデータを丹念に追い，なかなか目に
することがない各年の原子力関係支出（以下原発コ
スト）も掲載している。ただおしむらくは，出力デ
ータなどは稼働開始時から，発行年に至る全データ
を掲載しているにもかかわらず，原発コストは１０年
分くらいしか掲載されていない。論者は，こうして
散ったデータをまとめて見せる必要を感じている。
　原発コストにかかわって，大島が近年最も意味深
い書物を著し，「原発は最も経済的」という悪質な
デマに終止符を打った。最初は『再生可能エネルギ
ーの政治経済学』という大著が，関連研究者や関心
を持っている市民などによって読まれていった３）。
さらに大島は『原発のコスト』というコンパクトな
著書を岩波から発行し，学生も含めた読者にその事
実を広めた４）。ただひとつ懸念されることは，大島

が具体データの意味づけなどを丁寧に説明している
にもかかわらず，その数値のインパクトが高くて，
説明理解が不十分なまま，数字が独り歩きしてはい
ないか？ という問題である。例えば小出の『図解
原発のウソ』には下記のようなグラフが掲載されて
いる。
　小出はおそらく，市民に問題を明確につたえる意
義を感じ，大島以上にビジュアルなグラフを用意し
それを『図解』の一枠に飾ったわけである５）。
　揚水の扱いにはもっと注意が要るかと思うが，誰
も気にしていなさそうなので，ここではふれない。
問題は，大島があくまでも仮置きの概算値として注
意した値が，こうしたグラフで固定化されないか，
ということである。弁解不要と思っているが，論者
は，彼らが「原子力は高い」と示したことを不服と
しているのではない。論者のいいたいことは，原子
力のコストはこんな低い値ですむわけがない，とい
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図１　『図解原発のウソ』上の原発のコスト
（小出裕章『図解原発のウソ』（扶桑社）２０１２ p.７６）



う点である。例えば政府の示す１８兆円ばかりの「い
い加減」なバックエンド費の見積もりについても，
「含まれていないコスト」というタイトルをたてて，
「そんな小額では全く済まない」ことを，大島は厳
重に注意している。その限定が小出の普及書ではは
っきりしない６）。
　さらに金子は，大島の提示を受けて独自の観点も
織り込みつつ，日本原燃の（原発リサイクルの）経
済性や，個々の原発の電力生産原価に言及してい
る７）。特に日本原燃に対する問題指摘は，六ヶ所村
再処理工場の「見通しなき作業状況」を照らしなが
ら，そうしたコスト負荷の問題性を市民に「伝え
る」上で画期的なプレゼンテーションになっている
と考える。上に示した，「原発はさらに高い」とい
う論者の「おもわく」についても，（論者以上に）適
宜「正確に」示している。（それぞれが正しいと言
っているのではない。それぞれが，仮定と結論の流
れの中で精密に示されていると言っているのであ
る）その意味で，金子の小論は，大島のそれとなら
んで，丁寧に吟味してほしい参照文献となる。
　そうした高い評価を前提にしてなのであるが，原
発「全体」がどのくらいのコストをもつのか，とい
う観点に立つと，金子の指摘の中の「正確を期した
値のばらつき」が，逆に問題を見えにくくしている
部分もある，と論者は考える。科学的な説明を徹底
しようとすると，前提条件の違いに留意せざるを得
ず，構造，論理はやや煩雑になる。論者も金子も，
どの原発がコスト高で，どの原発がそうでない，な
どという議論をしようとは思っていない。日本原燃
や，各種原発（稼働年数ごとやタイプ別なども含
め）のコスト策定は，それぞれの個別問題に対する
関わりを見せる意味でも意義深いものなのだが，ま
ず，原発は総体として高いのか否か，という根源的
提示を置くべきではなかったのか，と考える。
　こうした論談状況を無視して，昨今原発再稼働の
圧力が急激に高くなりつつある。市民，マスコミの
危険認知が低くなったためとは思えない。ひたすら
「あやふやな」経済的見地から，再稼働もやむなし，

という「漠とした空気」が流れてくるのである。そ
こで論者はもう一度，大島，小出，金子が照らした
道を繰り返す。「原発はけして安くはない」を転じ
て，「原発（一般）は極めて高い」ということを，本
稿で示す。
　本稿のよりどころとするデータは，関係者（電力
企業，資源エネルギー庁，日本原子力産業会議な
ど）が出しているデータがベースである。なにか秘
密の文書を開拓したものではない。そうした当事者
の提出するデータを的確に解釈すると，当事者の
「安い」という説明が矛盾にまみれていることが，
簡単な足し算，割り算演算をもちいて，市民に伝え
られる。
　これまで，政府筋から示される原発のコストは，
大方シュミレーション値であった。これを転じて，
実際の帳簿から値を掘り起こし，「相対的にも絶対
的にも」リアルをめざしたのが大島の道である。さ
らにいうと，HPや各種論文で（シュミレーション
として）示されているコスト導出技法は，指数関数
を駆使した「およそ市民の手に届かない解析」とな
っている。論者には，こうした論文提示は，ただひ
たすら「一般市民は頭を使わず，政府を信じろ」と
いう示威行為に見える。電力技術の経済指標たる
「電力生産原価」とは，原理的には，関連してかかっ
た全コストを，発生した全電力量で割ったものにす
ぎない。原発が全部止まったならば，少なくとも今
までかかったコストは確定する。発生電力量は完全
確定値となる８）。

２　ただのデータ１　 
原子力の稼働実績とコスト

２－１実発電量
　表１－１および表１－２は各年の原発の発電量であ
る。グラフでなく表で示したのは，こうして示せば，
全ての年の値が手に入るからである。最上段はもち
ろん年号で，１９６６年の東海第１から２０１６年までの値
を追った。２０１６年の右の数値は各原発の合計発電量
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となる。表１－２右下隅にみえる最大の数値は，
２０１６年までに全原発が生んだ発電量総量となる。そ
の値は７兆５４００億kwhである。すでに廃炉が決定
した原発は多数あるが，全原発の廃炉が決定すれば，
その値が「発電量の確定値」となる。しかしまた，

まだ動いている原発，動かす気配がある原発もある
ので，こうした論文の続報が必要となるかもしれな
い。右端の数値を「設備容量×稼働年数」で割ると
各原発の現時点での「稼働率」が示される。
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表１－１　９０年までの原発の発電実績（単位　億kwh）９）

９０８９８８８７８６８５８４８３８２８１８０７９７８７７７６７５７４７３７２７１７０６９６８６７６６
９８８８９９９１０１０１１１０９１０１０１０１０１０１０１０１０９８１０６５東海１
２７２４１９２４２４２５２０２１１７７２２２０２１１２２１１４１５２５２３２２２４１０００敦賀
１８１９２７２４２３２４１９１７０６１７１２０００２８１１２２７００００美浜１
２６６３９２５２７１９３７２６２２１２２２２４１６２１０７１１２０２６２７１００００福１－１
２７４４２５２９３５４１３１２４２２３２２６６３２２３２０１２２８２４２１００００００美浜２
３３２６２５３２３１３１３１２８２５２９２７３１２８２３２６３１３０００００００００島根１
４５５５４３４９５８３７３９４３５５３２３１４５３８０３３１１３２００００００００福１－２
４８５２４７５６４４５２５２５７３７３５２８３５２４５３８３９２３００００００００高浜１
２３２７３４３０２８３３４４３７３３２９３８２８４０３８３６２００００００００００玄海１
１３６０２８３６４３６８３１４０５９４６４７２１４９５６２８２１０００００００００高浜２
１０３２１０３３４０３７２６３１３３３３３２２６１０１８２５２０００００００００浜岡１
３５６４４３３９５９５３４６３８２８５２４７３５３０２９５０１０００００００００福１－３
５８５６４９６４５５５２５６５１５９６８３８３５３２４２２１００００００００００美浜３
３８３８４８３９３９３９４４４１３７３７３０３０３１２４０００００００００００伊方１
４３４８６５５５３９４５４９６３４３４９４７４１２７００００００００００００福１－４
４１５６６２３７４２５２５６３９４３４８４７４９４５００００００００００００福１－５
９２７０６３７３７８７５６７７１５５６４６９５９２６００００００００００００東海２
４３４８５６５８５０４８５９５５５３４８４９４５２４００００００００００００浜岡２
５１３４３４７４５３６０９８６０７０４５５２３５１００００００００００００大飯１
８８３８６９８５６５５６６１７８６８６３６２４１０００００００００００００福１－６
９２７９６７７５８８７１６９９４６５５３５５３３０００００００００００００大飯２
３９３４３６４９４１４０４０４０４６４００００００００００００００００玄海２
４１４０３７４９４０３９４０４４４３２０００００００００００００００伊方２
６３６４６３８０８７７２６６６７９０００００００００００００００００福２－１
７１８４７５７２８１８１７７１５０００００００００００００００００福２－２
３０３２３６３４３５３５３８００００００００００００００００００女川１
７８６３５９６４７０６７４５００００００００００００００００００川内１
６７５６５９６５７４５９１５００００００００００００００００００高浜３
６６６４６１５８６１６２０００００００００００００００００００高浜４
３３０６９７５７１７２０００００００００００００００００００福２－３
６１７５８１８０７０５１０００００００００００００００００００柏崎１
６４７２５８６３６２２６０００００００００００００００００００川内２
７４７８１０２７９１２００００００００００００００００００００敦賀２
９３７５７３５８０００００００００００００００００００００福２－４
８２７６７４５７０００００００００００００００００００００浜岡３
６４５４１０００００００００００００００００００００００島根２
４１３９０００００００００００００００００００００００泊１
９４００００００００００００００００００００００００柏崎５
４６００００００００００００００００００００００００柏崎２
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表１－２　９０年～２０１６年までの原発の発電実績（単位　億kwh）１０）

１６１５１４１３１２１１１０９８７６５４３２１０９９９８９７９６９５９４９３９２９１９０
２９００００００００００００００００００００１２１１９１００１１９９東海１
８４８００００００２１１０１５１７２６２７２７２６２９２８４１２２４２０２２２４２４２０２０２４２７敦賀
６３４００００００１９２２２３１６１７１６１９２６２３２２３０２２２５２４３０１０１４１８２０１８美浜１
８７０００００００２０３７２２１６２９１９００２３１５２９２８３４４０１８３２４０２１２９１３２６福１－１
１０７３０００００３０２６３２２９１３３６４０２４３６３８４０３１２９３６３９３７３１２４０００２７美浜２
１０６２０００００００２６３９２８２０２９３７２９３６４０４４０３５３１２９３５２２２９２８３８３３島根１
１５５２００００００４５５０５９６３３１４４４４０６８４７５４５０２５５６６１５２２４５８４３３２４５福１－２
１８３９００００００５９６２５４７３５５６６５８７６５５６３６３７２６１４９５２５６４０３６５３６４４８高浜１
１３３１０００００３４４０４１５０３８３９４１４４３８４１３０４５３６３６４１４７３８２８３７４０２９２３玄海１
１８２２０００００５０５２６７５４２９６０７６５７５８６５７２６２６３６３６３６１４９５０５５４０３０１３高浜２
７５２０００００００００００００００２９２６３２４６３８３５３７２９２０３３２９１０浜岡１
１５８７００００００４５４９６２４５５０６２２５４３２０５９６９４６４４１０６７４７４２５１６１４１３５福１－３
１７７８０００００９７６５４６０５５１７０２７６６６９５９５０６１７２６４４１４４６３４７５０５８５８美浜３
１３２７０００００２１４２３６３９４１４３４３２９３９４５４２３１４０４４４０３８３８４１３７４７３６３８伊方１
１５７８００００００４６５７４８５９５２２１４７２３２６１４６６４６６３５５１６４６２４１４９６１４３福１－４
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２－２　原発のコストデータ一覧
　次に示すべきは原発設計，建造，運用などにかか
ったコストである。下図はそれを各年ごとに示した
表とグラフになる。ここでも各年度の値が利用でき

るように表を先に示した。合計値は６７兆６３３３億円に
のぼる。並置されたグラフから，８５年くらいから平
均して１.５兆円以上の支出があることなどが見て取
れる。コストの内訳は「研究開発費，各燃料費，運
転維持費，建設費」となる。その中で最も大きいの
は，総じて「運転維持費」であることについても注
意が要る。
　また，左記データで特に注目される点は，２０１１年
度以降の値で，それぞれ，１.５兆円（１２年），１.５兆円
（１３年），１.７兆円（１４年），１.９兆円（１５年），１.９兆円
（１６年）となっている。稼働しない原発は，稼働期並
み（以上）のコストがかかる。ほとんど稼働状況に
ない当該時期の原発発電量は５００億kwh程度である
から，この時期の原発は電力生産原価１７０円／kwh
というばかばかしい値をとる。昨今電力会社が「再
稼働」を急ぐ理由はここにある。もちろん，「だから
再稼働してよい」などという理屈はない。しかしま
た，それが各電力会社の経済体力を悪化させること
は事実で，最悪倒産の姿も予見できる。現実的には，
それを避けるために，最終的（経済）負荷を，税金
などの形で市民に分担させる，という手法をこの国
はとってきた。ここでは，そうした政策批判などに
紙面を割かないが，事前の慎重な議論が必要となる。
　この紙面のデータで注目されるのは，電力事業の
支出が大幅に減少していて，そのため原子力関連支
出が比率を大きくしていることである。
　下は１３年度から１６年度の４カ年の値であるが，電
気事業全体の支出は急激に減少しており，１３年度
８％であった原子力関連の支出の比率は１５％ほどに
まで跳ね上がっている。
　特に２０１６年度の電気事業全体の支出減が大きいが，
これには「調査対象企業１社の分社化により総支出
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表２　原発コストの各年度表（単位億円）１１）

年年
１８１３５１９９１３４１１９６５
１７１３７１９９２６７１９６６
１７７８１１９９３９１１９６７
１６９６９１９９４２８５１９６８
１６５０１１９９５３０９１９６９
１６０６７１９９６１０７９１９７０
１７０１０１９９７１５７４１９７１
１６９６３１９９８２７９７１９７２
１８７４４１９９９２７３６１９７３
２０１９７２０００３４１３１９７４
２０７３６２００１３９２７１９７５
１７８１０２００２５２２３１９７６
１５４６１２００３５７５８１９７７
１７７４２２００４８６８３１９７８
１６８６５２００５８２５０１９７９
１６８４５２００６１１９２５１９８０
１８４１２２００７１１５９５１９８１
２２２７５２００８１３８７２１９８２
２１３５３２００９１５１６０１９８３
２１４２０２０１０１５９３３１９８４
１８１０１２０１１１５１３６１９８５
１４９８６２０１２１６０７０１９８６
１５０８３２０１３１４５１６１９８７
１７０２１２０１４１７１８７１９８８
１８９０１２０１５１６０２１１９８９
１８６９５２０１６１７１７５１９９０
６７６３３３合計

0

5000

10000

15000

20000

25000

65 75 85 95 05 15

グラフ１　上コストをグラフ化（単位億円）

表３　電気事業全体の支出と原子力関連支出（１３～１６
年度）

２０１６年度２０１５年度２０１４年度２０１３年度

１２.２兆円１７.３兆円１９.６兆円１９.３兆円電力事業全体

１.９兆円２.１兆円１.７兆円１.５兆円原子力関連



額が大幅に減少となっている」という註が添えられ
ている１２）。説明が全くないが，これは東京電力の
分社化を指すとしか考えられない。よく知られてい
る通り，このタイミングで旧東京電力は，「東京電
力フュエル&パワー（株），東京電力パワーグリッ
ド（株），東京電力エネジーパートナー（株）と分社
した。三つに分社化したうちの発電会社の支出に限
定したというのか，ともかく説明はない。２０１６年以
降の東京電力グループの経常費用等はむしろ増加傾
向にあるので，意味不明の支出減となっている。

２－４　バックエンド費についての記載
　政府は，それまでずっと先延ばしにしてきた「バ
ックエンド費」の概算を２００４年度に提示した。その
額については，一度２０兆円程度と提示された直後，
１８.８兆円と修正され今日に至る。多くの研究者がこ
の額の（少なすぎるという）虚構性を指摘してきた
が，それをうけて値が再検討されることはなかった。
実際に必要な費目がいろいろ欠如しているので，不
足は明白である。こうした批判が挙げられていなが
ら，それを全部無視しつつ，料金徴収だけが先に進
められていることになる。こうした事態は，六ヶ所
村再処理工場の実働開始のタイミングにあわせ，費
用を電気料金に転嫁させるために便宜上の「請求
書」の根拠が仮設された，という大島の指摘に沿っ
て理解するほかはない。
　さて資料提示を目的とする本稿が問題とするのは，
バックエンドの費用として，どの時点からどれだけ
の額が支出計上されてきたのか，という点である。
　「産業動向調査」は掲載数値の費目，項目立てを
何度となく変えてきたが，原子力関係支出の記載個
所においても，「２００８年度より，調査内容見直し」と

注意書きがあり，その年度より，「プラント新設，プ
ラント既設，フロントエンド，バックエンド，デコ
ミッショニング」の範疇分けが登場する。同時に，
５年平均１.７兆円レベルであった「原子力関連支出」
がいきなり２.２兆円まで跳ね上がっており，この時
点からバックエンド費の計上が本格化した可能性を
におわせている１３）。
　それ以降の調査報告には，支出総額とその中のバ
ックエンド費が比率として記載されているので，ま
とめて表にする。
　表４の中で具体的金額の記載があるのは１０年度の
ものからで，０８年度，０９年度は比率のみが掲載され
ていた。以上の値の信憑性についての検討は別個の
課題として残し，ここでは掲載額の総額概数として，
２.４兆円ほどが支出された形になっていることを確
認する。

２－５　福島第一原発　廃炉費用　賠償費用
　福島第一原発の廃炉作業は現在も手探りの状況で
あり，示されたロードマップなども仮定以上のもの
ではない。当然そこにかかる費用も概算にしかなら
ないが，経済産業省は，何度かその総額のイメージ
を示してきた。作業の困難性が明るみに出るにつれ，
その額面が上方修正されてきたのも当然の結果と言
える。
　例えば１６年度には（１２月９日）「廃炉は従来の２
兆円から８兆円に，賠償は５兆４０００億円から７兆
９０００億円に，中間貯蔵施設の整備費用は１兆１０００億
円から１兆６０００億円に膨らむ」，と新聞報道されて
いる１４）。これを合計額としてみると，さらに費目
が増えて，全体で２１.５兆円となることが報じられた。
　本稿はこうした額面の検証や批判をする任を抱え
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表４　バックエンド支出額変遷１１）

１６年１５年１４年１３年１２年１１年１０年０９年２００８年

１.８７兆円２.１０兆円１.７０兆円１.５１兆円１.５０兆円１.８１兆円２.１４兆円２.１４兆円　２.２３兆円支出総額

６％８％１３％１３％１５％１５.３％１７.８％１９％１９％BE比率

１０８４億円１７５６億円２１２３億円１９９８億円２１８９億円２７６２億円３８２３億円約４千億約４千億BE額



ていないが，この時点における廃炉の見積もりが不
十分なことはともかく，補償に関して，増額された
値にしても，避難転居をよぎなくされた住民の補償
額として全く「不十分な額」であることを一応明記
しておきたい。なお，その後も，例えば「公益法人
日本経済研究センター」は，「事故処理費用は５０兆
～７０兆円になる恐れ」というレポートを提出してい
る１５）。こういった値のブレは，そもそもトリチウ
ムの処理，除染などについて，政府の説明根拠が不
明確であることに基づく。現時点では，「後者の提
示額」が正しいという根拠も示せるものではないが，
少なくとも「説明としてつじつまが合う」額面提示
に向け，再検討を求めたい。

３　電力生産原価のみつもり

　以上のデータを用いて，原発全体のコスト，＝電
力生産原価の簡略なイメージをここでまとめたい。
再度復習となるが，電力生産原価とは，当該技術が
稼働生涯にかけて費やした費用（コスト）総額を，
稼働生涯において生んだ電力量で割ったものにすぎ
ない。
　本稿は，こうした値のうち，１９６６年から２０１６年度
にかけて全原発が生んだ発生電力量を７兆５４００kwh
と確定的に示した。また，２０１６年度までに費やされ
た，「研究開発費，各燃料費，運転維持費，建設費」
の値総額を６７兆６３３３億円と示した。原発運用に費や
された費用がそれに限定されるのであれば，二つの
値を割ってやれば，電力生産原価の値は出る。しか
しまた，その費目に含まれない「バックエンド費
用」や「福島第一原発の廃炉と補償に関する費用」
についても言及した。当然ながら，これらも研究開
発費，各燃料費，運転維持費，建設費に加えて計算
されねばならない。とりあえず，以上の項目を重ね
合わせて割り算すると値は次のようになる。
 

 

 

６７兆６３３３億円∔（１８.８兆円－２.４兆円）∔２１.５兆円
＝

コスト総額

７兆５４００億kwh発生電力量総量

≒１４円／kwh

　説明不要かもしれないが，分子の２項目はバック
エンドの値であり，政府公表値から「支出済み」と
されそうな２.４兆円を引いた額をはりつけた。引き
算額はさらに大きい，と批判したい諸氏があれば，
論拠を政府公表資料に基づいて示してほしい。論者
にとってそれはありがたい。分子の最後の値はいう
までもなく福島第一原発の，廃炉，補償に関する費
用である。

　これもまた確定値からは程遠い。２１.５兆円などは
今だけ通用する（通用してないが）「絵に描いたも
ち」の値である。１８.８兆に対する引き算額は，当然
もう少し大きくてもよいのだが，それを論ずるもの
は，先に１８.８兆円の「いいかげんさ」を批判すべき
であろう。２.４兆円のブレ幅が１兆をこえても論者
は弁解する気はないが，１８.８兆円が，実際の値の半
分以上となることがわかったら（すなわち実際の値
がこれの倍ぐらいで済むぐらいであったら），仰々
しく説明して騒がせた非をお詫びしたい気持にな
る１６）。絶対にという言葉は科学にはない。だから
このようにいう。上記の値は「ほぼ確実に」現実の
値の「最低値」を暗示することになるであろう。

　さらに言えば，昨今政府ですら言及し始めた「政
策コスト」も加えられる。電源三法に定められた
「税収」の行きつく先は，ほとんどが原発関連であ
った。その額を足す必要がある際には，この値に足
したらよい。ただし，この値を加算する是非の決着
などみるまでもなく，原発のコストは高い。
　また，大島の論文には，揚水発電の意味を「原発
附置施設」とし，そのコストを原発のそれと一緒に
して考えるべき，という指摘も加えられている。論
者はおおむねそれに賛同するが，二点ほど注意が要
ると考える。
　第一は，揚水発電は原子力が誕生する以前に存在
しており，過剰出力の調整は，原子力のそれに限定
されない。これを，そもそも論で問題にする気はな
い。しかし，将来原発亡き後，社会的調性力を担う
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「揚水」の存在意義を下げる指摘にならなければよ
いが，と思う。また，第二に，現今の「揚水発電」
が原子力の過剰出力に対応する手段として活躍する
とはいえ，やはり「水力」の一種ではあり，それを
「原子力」と混在させるのか？ といった無用の議論
を生む。論者も，大島に倣った説明をする中，たび
たびそうした批判を受けてきた。もちろんそれに屈
するわけではないが，こうした無用の議論で時間を
潰している場合でもないと考える。
　くりかえすが，上に示した１４円の値は，現時点で
推定される下限の値である。必要があれば議論の中
身に応じて，その項目は変化させたらよい。

　現時点（１８年度）において，現実値は提示値から
ややずれてきている。若干つづく原発稼働で，分母
値（発電量総量）は上方修正されている。２０１１年の
事故の後，ひとたび原発は全面停止に陥ったが，
２０１２年から２０１６年までに若干の再稼働を持って発生
電力量５００億kwhほどを稼いだ。しかしまた，分子
のコストも８兆円以上上乗せされていったことを忘
れてはならない。２０１２年から１６年にかけての「若干
の稼働状況」は，上記の演算結果を１３円から１４円に
１円引き上げる結果を生んだ。この傾向は１６年から
今（将来）にむけて，なお進行中である。２５円内外
の電気代の枠組みの中で，４年に１円のブレ幅の意
味はとてつもなく大きいものといえる。
　論者は，原発非稼働状況が，火力の加重稼働を生
んでいることに言及していない。ちまたでは，原発
が動かせないために「○○円の化石燃料代が加算さ
れた……」という議論も交わされている。
　しかし考えてほしい。一般的に火力は建設コスト
が安く，その分燃料費がかさむタイプの発電施設で
ある。原子力はその逆と言ってよい。そして，火力
の発電コスト（安さ）が政府（資源エネルギー庁な
ど）の指摘するように安いのであれば，火力発電，
化石燃料を「より以上に」活動させようとも，その
発電コストの値は，「より低くなるはず」なので，経
済界は，何の被害も受けないはずなのである。

　火力の使用量が倍になったとする。燃料価格を一
定とすると，燃料コストは倍になる。発電量も倍に
なると考える。その他のランニングコストは定数と
すると，発電コストの変化は次のようになる。
 

旧来の発電原価　「旧」

 
 
新規の発電原価　「新」

 
 

「新」「旧」の値の違いは上記のように表せるが，
「新」＜「旧」は，ACRFがどのような正の実数値で
も「真」となる（各自で確認してください）。それで
もなお，経済負担が……ということ事実的に現れる
のならば，火力などそうそうに「再生可能エネルギ
ー」系に転換すべきであろう。
　とはいえ，もうすでに建設済みの原子力があるの
であれば，それを使った方が，「現時点の」コスト負
荷を下げられる（「もっと」安くなる），ことも間違
いない。これは単に，原子力と火力が「過剰施設
（足し合わせたら需要を上回る）」であるならばラン
ニングコストの低い原子力を優先的に使うべき，と
いう「勘定」から演繹される。上記の問題が「経済
負荷」として現象する根本命題は，「日本にはなぜ，
これほどの過剰発電施設があるのか」という問題に
逢着するはずである。よって以下に，日本の電力需
給環境の推移についてのデータも示しながら説明を
つづける。

４　電需給との関連─電力需給の逼迫度合い

４－１　日本の過剰設備容量
　論者は日本の電力経済を悪化させている元凶は，
「原発があるがために，電力生産設備が過剰になる
こと」をかねてから指摘してきた。今回の福島や，
また柏崎の事例でも知られるように，一つの原発の
不具合，問題性は広範囲の原発の停止を引き起こす。

資本コストC ∔ 一般ランニングR ∔ 燃料コストF

A（旧来の発電量）

資本コストC ∔ 一般ランニングR ∔ 燃料コスト２F

２A（新規の発電量）
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今回の福島について言えば，「全」原発が止められ
ることになった。原発は，１基あたりの出力が高い
ので，１０００万kw級の補給手段が講じられねばなら
ないことになる。
　しかるに，福島の事例においても，計画停電は最
初の年の４月に限定的に展開されただけで済んでい
る。それはとりもなおさず，その他の「利用してい
ない」電力生産手段が多数存在していたからに他な
らない。もちろん，定期点検が必然的に存在する電
力界において，いわゆる「過剰な（＝最大需要量を
超える）」設備があること自体は一般的なことであ
る。問題は，その絶対量と認可出力との関係と言え
よう。
　電力工学の教科書には，電力設備の「予備率は
８％前後が妥当」と記載されてある１７）。そして，日
本の総設備容量の値に対する，最大需要（負荷量）
の割合は７５～８０％前後になる。逆に言うと，「使用
されていない設備容量」の比率は２５％にも届く値と
なる。資源エネルギー庁や電力会社は，それは「予
備力（率）」ではないと批判するはずである。「使用
されていない設備」の中には定期点検や修理中のモ
ノがある。それを除いた稼働可能技術で「予備力
（率）」を確保するのである，というはずである。し
かし，問題は電力業界や資源エネルギー庁が定義す
る「予備力」の大きさではなく，この「使用されて

いない設備容量」なのである。予備力が一般的に許
容できる数値であるのならば，それは逆に，数基の
巨大容量の原発が「頻繁に定期点検」に入るからこ
そ，「使用されていない資本」が過重になるのであ
る。
　例えば電気事業連合会は２００５年度，「既設原子力
発電所の活用」と題する報告の中で，他国より頻度
が多く（年に一回程度），期間も長い（３ケ月程度）
検査を踏まえた「日本の原発」の信頼性について説
明している１８）。その日本において福島の事故が起
きたということを，改めて政策決定者は熟慮すべき
である。しかし，今問題とすべきことは，巨大原発
を数多く運用するということは，「稼働していない
電力施設」を大量に抱え持つ，ということであった。
対する火力の点検サイクルは旧来２～４年ごとであ
ったものが，今次の状況下６年に引き伸ばされる方
向になる。それはそれで，問題多き事項なのだが，
原発の停止頻度の大きさを対称的に示す事項でもあ
る。

４－２　「利用されていない」電力設備の大きさと原
発容量との関係

　こうした事態に関わって日本の原発容量と需要最
大値との関係を確認しておきたい。
　下グラフは，日本の電力設備全体の容量（認可出
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力）と年間の最大需要量，原発の容量との関係を示
したものである。モノクロで見にくいが，「認可出
力－原発容量」の値を別個に▲印の折れ線グラフと
してしめし，それと最大需要量との大小関係をおっ
た。表が示すように，まず▲の値は，０４年度から１６
年度にいたるまで，一貫して最大需要量の上にあっ
たことが分かる。このことは，「原発出力が０であ
っても電力需要はぎりぎり賄える社会」であったこ
とを明らかにしている。もちろん，０７年度や１０年度
近辺で，供給力不足がたちあらわれた可能性も見え
るが，逆に１２年以降，最大需要との開きが拡大傾向
にあることも確認される。この最大需要量はもちろ
ん夏の一時期だけのことであり，年間を通じてみる
場合，この開きはなお拡大している。
　さらにいうとグラフ２における認可出力は，期間
内２.３兆KW内外で安定した推移をみせているが，１６
年度以降電力自由化の流れを受けて，旧９電力以外
の参入者を迎えた現状は２.７兆KW内外で推移して
いる。しかも原発の廃炉決定があいつぎ，巨大容量
が認可から外れる中で，全体認可出力は上がってい
るわけである。さらに需要は全体的には漸減傾向に
ある。論者は，「自由化」後の電力参入の乱立状況
を手放しで評価するものではないが，少なくとも，
こうした供給力─需要の全体状況の中で，需給が逼
迫する可能性は日増しに低くなっていると考える。

４－３　「利用されていない」電力設備の大きさと原
発容量との関係　北海道

　前節において，日本全体の問題として，原発０状
態においても，電力需給が逼迫しない概況を記した。

しかし日本は不幸にして，ただでさえ島国で隔離さ
れた電力状況を，９に区分することで，各エリアを
狭くするという愚挙を許してしまった。「広域優位」
は電力経営のイロハである。従って，全体として原
発なしでも需要が賄えるとはいえ，各個エリアにお
いてそれが保証されているとは限らない。
　各電力管区は，別個資本にわかれて経営されてい
るが，一応電力線は結ばれており，相互に電気をや
り取りする「融通」という手段もある。こうした観
点で見たとき，当該管区において需給逼迫が最も懸
念されるのは，北海道エリアと考えられる。という
のも，電力線の連絡が最も細く脆弱でありかつ，管
区内の需要が相対的に低いからである。需要が相対
的に低いというのは需給逼迫の可能性を下げるより
もあげる可能性がある。
　表中問題となるのは，３段目の認可出力から泊原
発容量を引いた値が，管区内の最大需要とどのよう
な関係にあるかである。ぎりぎりとはいえ，４年，
６年，８年，９年～１２年において，最大需要の方が
大きかったことが見て取れる。しかしまた１３年以降
認可出力の増加もあって，最大需要は泊なくして担
える状況が生じている。
　当該表には北電の他社受電量も併記した。併記し
た意図は，その値が極めて小さいことを示すところ
にある。こうした他社受電が拡大できるのであれば，
過去においても原発なしはイメージできる。
　例えば北電とつながった東北電力は東京電力と密
な関係を形成していて，互いに融通，他社受電の枠
を大きく維持できている。
　おどろくべきことは，東京電力の他社からの受電
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表５　北海道電力　認可出力，原発容量，需要最大等の関係　単位千KW２０）

１５１４１３１２１１１０９８７６５４

７７５０７５４９７５４８７４２２７４１８７４１８６５０５６５０５６５０５６４９９６５８４６５８４北電認可出力　A

２０７０２０７０２０７０２０７０２０７０２０７０１１５８１１５８１１５８１１５８１１５８１１５８泊認可　　　　B

５６８０５４７９５４７８５３５２５３４８５３４８５３４７５３４７５３４７５３４１５３４１５４２６A－B

４９８８５１７４５３８１５４６７５６４１５７１５５５４３５３９５５６５０５４３４５４３７５２４０北電　３日平均

９７６９５１８９５１０９２４０５８７０８７５７４３７９７８２６８３４８１９北電　他社受電



量は，北海道エリアの最大需要量の倍から３倍の量
に届く。こうした他社の筆頭に東北電力が存在する
のであるから，北海道と東北（本州）の電力系統を
太くすれば，北海道エリアの需給逼迫は，解消に向
かう可能性がある。当然原発０の状態においてのこ
とである。
　北電は，管区エリアの需要がほとんど増加してい
ない中で，１０年度泊三号機の認可を勝ち取った。そ
の結果現れたことは，例えば１５年度についていえば，
認可出力計７７５万KWに対して最大需要が５００万KW
弱であり，最大需要の５０％に以上に相当する「遊休
資本（設備）」を抱えるということである。前章ま
でに明らかにした通り，その遊休設備が原発である
場合，維持コストは運用時並みにかかっていると想
定すべきである。北電がここにきて，災害を逆手に
とり，泊稼働断行を目指すのはこうした背景が絡ん
でいる。

　もちろん原発再稼働を目指さなくとも道はいろい
ろある。例えば，本州とのパイプを太くすることが
それであり，また再生可能エネルギーを広く導入す
ることである。

　後者の問題について北電は後ろ向きの態度を継続
してきた。日本全体が風力導入に後ろ向きであるの
で，相対的には風力導入量は大きいともいえる。し
かし，各時期において，厳しい導入制限量を設け，
飛躍増大を阻んできたことも事実である。こうした
問題に関しては論者の過去の指摘を参照してもらい
たいが，ここでは最近の制限事例に触れる。
　風力の導入制限の基本的考え方は，需要を上回る
出力が出てしまった際の，出力吸収型の調整力が足
りない，ことに基づいている。典型的には，需要低
減期の深夜などにおいて，基本的に原子力以外の電
力供給力をストップさせているとしたら（泊の出力
を見れば大いにありうる設定である），需要を上回
る風力の出力を調整できる手段がそこにないという
ことになる。業界ではこれを「下げシロ」が不足す
ると表現する。要するに原子力を動かしたいので，
風力が入れないという構図になる。
　左図は北電による風力買い取り制限の推移を示し
た図である。全世界的には，風況が良好な場合，指
数関数的描像のカーブで建造量の推移が現れるが，
図に示される通り，北海道の風力は赤の上限値でき
っちり押さえこまれている。泊の再稼働審査が進ま
ない中にあっても，なお泊が３号機とも稼働するこ
とを前提とした制限を守っている。
　北電は１８年に東電との「電力融通」を含めた連携
の強化に「ようやく」着手するらしい２３）。
　電力などネットワーク技術の危機管理は，分散通
路を確保することが常識とされる。しかるにこの国
は，連携を多層に組み立てると連鎖停電がおこると
して，それに後ろ向きであった。電力発生装置につ
いても巨大集中型は，危機管理に向いていない。北
電はこの国の基本ラインを忠実に守り，巨大集中を
かためて，分散をないがしろにしてきた。
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図２　北電の風力買い取り制限２２）

表６　東北電力　東京電力　他社受電量の推移　単位千KW２１）

１５１４１３１２１１１０９８７６５４

１７９７２７４３２５３５３５８８４５８０２７２６１９８６２９３７２４７０２１８９２３１７１５４７東北電力他社受電

７７３６７９１７８４７８９０１２８９００８８３１１００４９１０１３２１１５５６７８１２９２９７１０１８８東京電力他社受電



　このたびの震災に基づくブラックアウトについて
は，まず，ネットワークのありかた，と巨大集中発
電所の位置が検討されるはずである。ネットワーク
の在り方を無視して，点在する巨大設備をいくら大
きくしても危機管理には全くならない２４）。
　ここぞと，「反原発批判」を展開する論があふれ
かえっているが，どの論者も次の各点は最低限説明
してから発言してほしい。第一に震源地被害が泊で
なかったのは結果論ではないのか。第二に，極めて
典型櫛形ネットワークを有する日本において，泊を
つなぐネットワークが遮断された際どうなるのか。
第三に，大規模火力の崩壊が，需給バランスを崩し，
他の発電所の停止につながったのであるが，泊が定
格で稼働していたとしても，瞬時の調整は原発には
無理ではないのか。第４に，本州，北海道の連携技
術の未整備がバックアップを阻んだのではないのか。
　分散再生可能エネルギーの「出力の不安定性」と
いう論点もいまだ勢力が衰えていないが，太陽光も
風力も大規模にネットワークにつながると，出力は
平滑になる。風力先進国ほどそれを実証するが，北
海道レベルで，どの程度の平滑性が実現しているも
のなのか，データを一度確認してほしい。そうした
分散技術の増大連携をこれまで阻んできたのも巨大
原子力であったのだが，本稿にも示した北電の制限
についてその意味を一度考えてみてほしい。
　緊急対策として何が必要なのかということと，１０
年単位でなにをしなければならないのかは並行した
議論が必要になる。福島の事故の後，さまざまな反
省点が挙げられた。論者が大きく取り上げたのが，
西と東の周波数の差異を変換するパイプが１００万kw
レベルでは脆弱すぎるという点であった。このため
に西からの電力支援がとどこおったことは広く認知
されているはずである。時間はかなりたった。事態
はどれだけ改善されたのであろうか。もうひとつ，
同じ東エリアにあって，比較的被害がうすい北海道
からの電力支援もままならなかった。それも，本州
－北海道をつなぐ電力線の技術未整備が原因であっ
た。これがどれだけ改善されたのであろうか。あと

２年で１０年がたつ。この国はこのあと何回同じ過ち
をみすごすことになるのであろうか。

注
１） 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部
編『電力需給の概要　２０１０』（２０１２）中和印刷株式
会社。

２） 原子力資料情報室『原子力市民年鑑２００６』
（２００６）七つ森書館。

３） 大島堅一『再生可能エネルギーの政治経済学』
（２０１０）東洋経済新報社。

４） 大島堅一『原発のコスト』（２０１１）岩波新書。
５） 小出裕章『図解原発のウソ』（２０１２）扶桑社p.７６。
６） 誤解のないように言っておきたいが，論者は
『原発のウソ』をはじめとする小出の業績と勇気
を多とするものである。重箱の隅をつついて彼を
批判したいわけではない。ただしこれを放置する
と，あのデータが分かりやすいだけに，表が独り
歩きしかねない。問題認知を「広める」ことが，
今なによりも大事なのであり，そのため小出も論
者も「わかりやすさ」の力をもとめている。しか
しまた，「わかりやすさ」には落とし穴があるの
で注意が必要である。

７） 金子勝『原発は不良債権である』（２０１３）岩波書
店，『原発は火力より高い』（２０１３）岩波書店。

８） 論者は，全国の小学校の，算数の割り算文章問
題に，この論文の「数字」をのせることを願うも
のである。その演算の手法も，意味も確実に小学
生に理解される。

９） 前掲（注１）など各年の『電力需要の概要』か
ら作成。

１０） 前掲（注１）など各年の『電力需要の概要』お
よび各電力会社HP上のデータにより最近の値を
作成。

１１） 一般社団法人日本原子力産業協会『原子力発電
に係る産業動向調査』各年度報告書に基づき作成

１２） 前掲　２０１６年度レポートp.７６。
１３） ２００８年度調査報告p.１６。調査内容がどうみなお

されたのかについては記載されず。
１４） 日本経済新聞のネット掲載記事　https://www.

 nikkei.com/article/DGXLASFS09H0H（最終閲
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覧：２０１８年８月３０日）
 東京新聞ネット掲載記事　http://genpatsu.
 tokyo-np.co.jp/page/detail/215（最終閲覧：２０１８
年８月３０日）

１５） 「エネルギー・環境選択の未来・番外編　福島第
一原発事故の国民負担」（２０１７年３月）　https://
 www.jcer.or.jp/policy/pdf/20170307_policy.pdf

（最終閲覧：２０１８年８月３０日）
１６） この問題が大きくずれ込むのは，政府，電力会

社が核燃料サイクルの方針を転換させ，ワンスル
─をめざすことになった場合である。論者は基本
的にその方向を推奨したいが，どうなるであろう
か。ただし，ワンスルーに転換したとしても，こ
れまでかけてしまった六ヶ所再処理工場がらみの
コストは消えようもなく，もんじゅにからんだ１
兆円も債務として残る。こうした方向をむいても，
１８.８兆円を下回るとは考えていない。

１７） 奈良宏一『電力自由化と系統技術』（２００８）電気
学会p.２３。

１８） 電気事業連合会『既設原子力発電所の活用』平
成１７年９月２８日レポート　http://www.enecho.
 meti.go.jp/committee/council/nuclear_subcommi

 ttee/001/001_003/pdf/（最終閲覧：２０１８年８月３０
日）

１９） 資源エネルギー庁HP掲載のデータに基づく。
全国であるので８月の三日平均最大需要をとった

２０） 資源エネルギー庁HP掲載のデータにもとづく。
この場合北海道なので１月の三日平均最大需要を
とった。

２１） 同上。
２２） 北電HPから　http://www.hepco.co.jp/energy/

 recyclable_energy/wind_power/demonstration.

 html（最終閲覧：２０１８年８月３０日）
２３） 同上
２４） 自然エネルギー財団のHPにある高橋の論点に

まとめられている。https://www.renewable-ei.
 org/activities/column/REupdate/20180907.php

（最終閲覧：２０１８年８月３０日）
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